
 

 
 

 

 

 

東京都議会各党ヒヤリング行われる 

 

去る９月７日，東京都議会の都議会民主党，都議会自由民主党及び

都議会公明党において，東京都の来年度予算を中心としたヒヤリング

が行われた。 

当政治連盟では，今回のヒアリングは「１．東京都内における地籍

調査事業の推進と参加条件について」及び「２．東京都所有建物の

表題登記業務の推進について」の２点に絞り，各党に要望を行った。

本要望事項については，毎年お願いしている内容ではあるが，毎回

同じ要望を繰り返し行うことにより，東京都に対し印象と理解を深め

ていただくことを旨としている。各政党の先生方も，本案件について

は相当な関心を深めていただいており，多数のご質問等をいただいた。 

また，本ヒアリングは予算に関する要望の聴取を目的としているた

め，予算の確保をお願いすることが本題ではあるが，前述１の要望に

当たっては，今回は予算要望に付け加え，その条件をもお願いしたと

ころであった。本件についても，各党の議員連盟役員を中心に十分な

ご理解を示していただき，賛同をいただいたところである。 

なお，要望の内容は以下のとおり。 

東調政連 ニュース No.24 08 

H２４.９.１３        発行責任者 幹事長 小 沢  宏 



   団 体 名  東京土地家屋調査士会 ・ 東京土地家屋調査士政治連盟  

 

 

要  望  事  項 

 

１．東京都内における地籍調査事業の推進と参加条件について 

国土交通省土地・建設産業局のホームページによると，平成２２年度末までの東

京都の地籍調査事業の進捗率は約２０％となっております。 

区市町村別においては別紙１「東京都地籍調査実施状況図」のとおりですが，未

着手の区市町村がかなりあり，他の地方公共団体と比して，東京都の進捗率の低さ

が話題に上っているようであります。また，地域によっては，住民からの強い要望

もあると伺っておりますので，今後強力な地籍調査事業推進の取り組みを要望いた

します。 

なお，地籍調査事業の入札参加資格につきまして，一部の行政庁におかれては，

受託組織と主任技術者等に恒常的な雇用関係が必要であることを条件とされており

ますが，社員との間に雇用関係がない東京公共嘱託登記土地家屋調査士協会は，そ

もそも官公署等が行う公共の利益となる事業に資することを目的に，昭和６０年の

第１０２国会における土地家屋調査士法の改正を受けて設立された組織であるにも

係わらず，当該条件が付された場合，入札にすら参加することができません。つき

ましては，このことが入札参加条件とされることなどのありませんよう，強く要望

いたします。 

（参考：平成２４年度地籍調査費負担金概算決定額 １２２億円） 

 

 

２．東京都所有建物の表題登記業務の推進について 

都庁舎をはじめとして，都所有の建物はその大半が未登記であると考えられます。

不動産登記法第４７条及び第５１条では，建物の新築はもとより，増築等建物に変

更を生じた時には１か月以内に登記をすることが定められています。 

平成６年の財務局の回答では，「売却，交換等所有権の移転等が全く考えられな

い都庁舎については，建物表題登記等の不動産登記をすることは考えていない。」

とのことでありましたが，平成３年の竣工以来，現在まで未登記のままであるとい

うことは，前述の不動産登記法の規定に違反しているものと言わざるを得ません。 

一方，会計検査院では，官公署等所有の建物に関しまして，平成２０年には独立

行政法人都市再生機構の賃貸物件について登記申請を行うべきとの勧告を行い，ま

た，翌２１年には借地上に建てられた農林水産省地方農政局の建物が未登記である

ことの指摘がされております。（別紙２「会計検査院平成２０年度決算報告」，別

紙３「ＵＲ賃貸住宅建物の未登記の早期解消について」及び別紙４「報道記事」参

照） 

上記のような場合には，先に登記をなした者が，民法第１７７条の第三者対抗要

件を主張できることとなります。 



都民の税金で建てられた建物であり，不法占有等を未然に防ぐためにも，表題登

記（旧表示登記）申請を推進されることを強く要望いたします。 

なお，東京都都市整備局所管の都営住宅（賃貸物件）においては，約１万５千棟

もの物件が未登記（別紙５「東京都未登記建物概算算定額表」参照）であります。 

東京都におかれては，都庁舎をはじめ，上記住宅を含む相当数の未登記物件があ

りますので，これらの物件につきましても順次，登記を行われますよう，要望いた

します。 

 

【参考】民法第１７７条（不動産に関する物件の変動の対抗要件） 

不動産に関する物件の得喪及び変更は，不動産登記法（平成１６年法律第１２

３号）その他の登記に関する法律の定めるところに従いその登記をしなければ，

第三者に対抗することができない。 
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局 名 棟 数 概算算定額

スポーツ振興局 17 3,467,000

環境局 515 37,043,000

議会局 1 487,000

教育庁 1,961 222,779,000

警視庁 2,233 199,923,000

建設局 1,723 127,540,000

港湾局 550 51,232,000

財務局 44 10,067,000

産業労働局 431 42,207,000

主税局 57 6,875,000

生活文化局 81 9,783,000

総務局 56 5,426,000

中央卸売市場 398 48,592,000

都市整備局 14,778 1,532,276,000

東京消防庁 1,616 126,341,000

病院経営本部 197 28,714,000

福祉保健局 746 75,568,000

総務局ほか 1 1,409,000

合　計 25,405 2,529,721,000

東京都未登記建物概算算定額表
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